
議案の概要と審議結果　（賛成・・・○、反対・・・×）

○平成２８年第３回定例会　(９月１５日～１０月１３日）
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歳入：1,437億945万5,304円
歳出：1,393億9,174万7,218円　差引額：43億1,770万8,086円

歳入：429億2,979万1,903円
歳出：423億8,832万12円　　　 差引額：5億4,147万1,891円

歳入：225億2,584万5,975円
歳出：221億1,954万6,280円　　差引額：4億629万9,695円

歳入：65億999万8,275円
歳出：64億7,691万3,264円　　 差引額：3,308万5,011円

地域の文化や歴史に対する区民の愛着と誇りを育み、地域文化の振興と発展に資するための施設として、漱石山房記念館を設置するとともに、その
管理を指定管理者に行わせる。

[平成28年6月22日付けで行った専決処分について承認を求めるもの]
補正予算額：1億7,096万1千円、補正後予算額：1,467億9,100万円
補正の理由：都知事選挙及び都議会議員補欠選挙の執行に要する経費を計上

専決処分の承認について（平成28年度新宿区一般会計補正予算（第2号））

会派略称
自無ク＝自由民主党・無所属クラブ
共　産＝日本共産党新宿区議会議員団
新宿会＝新宿区民の会
スタ新＝スタートアップ新宿

公　明＝新宿区議会公明党
民無ク＝民進党・無所属クラブ
社　民＝社民党新宿区議会議員団

議　案　名 概　　要

区
長
提
出
議

案
 

（

予
算

（
5
件

）

平成28年度新宿区一般会計補正予算(第3号)
補正予算額：1億7,095万4千円、補正後予算額：1,469億6,195万4千円
補正の理由：法令改正に伴うＢ型肝炎ワクチンの定期接種化に要する経費、中井駅周辺地区の道路・橋りょうの整備に要する経費を計上

平成28年度新宿区一般会計補正予算(第4号)

補正予算額：21億2,991万3千円、補正後予算額：1,490億9,186万7千円
補正の理由：地方公共団体情報システム機構への個人番号カード関連事務に係る交付金、薬王寺ことぶき館の設備整備に要する経費、私立保育所
整備に要する経費、夏目漱石記念施設整備基金積立金、中井駅南北自由通路の維持管理に要する経費、財政調整基金積立金、国・都支出金の収
入超過に伴う返納金 等を計上

平成28年度新宿区介護保険特別会計補正予算(第1号)
補正予算額：4億3,570万9千円、補正後予算額：245億4,366万3千円
補正の理由：介護給付準備基金積立金、第1号被保険者保険料の過誤納還付金の減、国庫支出金・支払基金交付金・都支出金の収入超過に伴う
返納金を計上

平成28年度新宿区後期高齢者医療特別会計補正予算(第1号)
補正予算額：2,113万6千円、補正後予算額：67億7,669万5千円
補正の理由：平成27年度保険料等納付金確定に伴う広域連合への納付金、葬祭費受託事業収入の収入超過に伴う返納金を計上

平成28年度新宿区国民健康保険特別会計補正予算(第1号)
補正予算額：1億6,990万5千円、補正後予算額：439億4,103万1千円
補正の理由：国庫支出金・都支出金の収入超過に伴う返納金を計上
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平成27年度新宿区一般会計歳入歳出決算

平成27年度新宿区国民健康保険特別会計歳入歳出決算

平成27年度新宿区介護保険特別会計歳入歳出決算

平成27年度新宿区後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

条
例
の
制
定

・
改
正

（
8
件

）

新宿区職員の配偶者同行休業に関する条例の一部を改正する条例 配偶者同行休業の期間の再度の延長（延長後の期間を含めて、最長3年）ができる特別の事情を定める。

新宿区路上等障害物による通行の障害の防止に関する条例
安全かつ円滑な交通環境を確保し、区民等が公共の場所を快適に通行することができるようにするため、路上等障害物を除去することに関し必要な
事項を定める。

新宿区立の小学校、中学校及び特別支援学校の非常勤の学校医、学校歯科
医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一部を改正する条例

「公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令」等の改正に伴い、介護補償の額及び他の法律による給付
との調整率を改定する。

新宿区介護保険条例の一部を改正する条例
「介護保険法施行令」の改正により、介護認定審査会の委員の任期（現行は政令基準により2年）を条例で定めることが可能となったため、その期間を
3年として定める。

新宿区家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部
を改正する条例

「建築基準法施行令」の改正による家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の見直しに伴い、家庭的保育事業所等における屋内の避難用
階段の排煙設備に関する基準を改める。

新宿区公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例
「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」等の改正に伴い、個室付浴場の営業を制限する深夜の時間を「午前0時から日出時まで」か
ら「午前0時から午前6時まで」に改める。

新宿区立中井駅南北自由通路条例
西武鉄道新宿線中井駅周辺において、歩行者の安全で快適な通行を確保することにより、活発な人の往来を通じた地域のにぎわいを創出するた
め、中井駅南北自由通路を設置する。

新宿区立漱石山房記念館条例
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　青色申告者を含む小規模事業者を取り巻く環境は、長期的な景気の低迷に続き、世界規模の経済状況の悪化により危機的、かつ、深
刻な状況にあり、また、雇用不安の拡大、金融事情の悪化、後継者不足など、様々な危機にさらされている。また、小規模事業者のみ
ならず多くの都民が、税や社会保障費などの負担の増加にあえいでいる実態にある。東京都独自の施策として定着している固定資産税
及び都市計画税の軽減措置について廃止されることとなると、小規模事業者の経営や生活は更に厳しいものになり、ひいては地域社会
の活性化のみならず、日本経済の回復に大きな影響を及ぼすことにもなりかねない。固定資産税及び都市計画税に係る、下記の軽減措
置について平成２９年度以後も継続されるよう要望する。
１　小規模住宅用地に対する都市計画税を２分の１とする軽減措置
２　小規模非住宅用地に対する固定資産税及び都市計画税を２割減額する減免措置
３　商業地等における固定資産税及び都市計画税について、負担水準の上限を６５％に引き下げる減額措置
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中井駅周辺整備工事請負契約 中井駅周辺整備工事施行のため、請負契約を締結する。
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返済不要の「給付型奨学金」の創設及び無利子奨学金の拡充を求める意見書

都市計画交付金の拡充を求める意見書

固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続を求める意見書

災害時における避難所での避難生活者、在宅避難者及び帰宅困難要援護者並びに地域での支援活動用として、災害用備蓄物資を買い入れる。

地域における健全な生活環境の維持及び向上に資するため、解体工事に係る計画の事前周知に関し必要な事項を定める。

災害用備蓄物資の買入れについて

人権擁護委員候補者の推薦に関する意見の聴取について

新宿区解体工事に係る計画の事前周知に関する条例

野尻信江氏、吉村誠氏、二宮麻里子氏、上野昭子氏

　奨学金制度は、国立大学、私立大学とも授業料が高止まりしていることなどが背景となって、利用者は２０１６年度大学生らの約４
割にあたる１３２万人と増加傾向にある一方、非正規雇用などによって卒業後の収入が安定せず、奨学金の返済に悩む人が少なくな
い。政府においては、納税者である国民の理解も得つつ、学生が安心して勉学に励めるよう、返済不要の「給付型奨学金」の創設や無
利子奨学金の拡充など具体的な経済支援策として、下記の事項について取り組むことを強く求める。
１　学ぶ意欲のある若者が経済的理由で進学を断念することがないよう、奨学金や授業料減免などの支援を拡充するとともに、貧困の
連鎖を断ち切るため、２０１７年度を目途に給付型奨学金を創設すること。
２　希望するすべての学生等への無利子奨学金の貸与をめざし、「有利子から無利子へ」の流れを加速するとともに、無利子奨学金の
残存適格者を直ちに解消すること。
３　低所得世帯については、学力基準を撤廃し無利子奨学金を受けられるようにすること。
４　返還月額が所得に連動する新所得連動返還型奨学金制度については、制度設計を着実に進め、既卒者への適用も推進すること。併
せて、現下の低金利環境を踏まえ、有利子奨学金の金利を引き下げること。

　特別区都市計画交付金は、本来、基礎自治体が行う都市計画事業の財源である都市計画税が、特別区の区域では都税とされている中
で、特別区が行う都市計画事業の財源を確保する観点から設けられているものである。しかし、特別区都市計画交付金が都市計画税に
占める割合はわずかで、特別区が実施している都市計画事業費を反映しているとはいえない状況である。区民から徴収している都市計
画税の使途を明確にする必要があるものと考える。これらの趣旨を踏まえ、下記の事項について要望する。
１　都市計画税を原資として、都区双方の都市計画事業の実績に見合った配分となるよう、増額を図ること。
２　交付対象事業や面積要件など限定基準を設けることなく、全都市計画事業を交付対象とすること。
３　同交付金に適用されている交付率の上限撤廃や、実績から乖離して算定されている工事単価を引き上げるなど、適切な改善を図る
こと。
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